
平成25年10月22日 
（局長：渕上茂） 

       

        踏切道の安全確保に関する行政評価・監視
   ＜調査結果に基づく改善通知＞ 

 
        

 
      

 近畿管区行政評価局は、地域の住民生活に密着した行政上の問題点を取り上げ、
行政運営の改善を図るため、行政評価・監視を実施しています。 
 今回、踏切道の利用者の安全確保を図る観点から、大阪府内239か所の踏切道に
ついて、平成25年４月から調査を行い、その結果を取りまとめ、国土交通省近畿
運輸局及び同近畿地方整備局に対して改善を要すると認められる事項を通知する
こととしましたので、公表します。  

 
【連絡先】 
  近畿管区行政評価局第二部第１評価監視官 
  担 当：西川 
  電 話：06-6941-8905 
  ＦＡＸ：06-6941-8999 
  



 

  踏切道とは、 
鉄道の線路と、歩行者、自動車などが通行する道路・通路などと交差する部分である。 
【踏切道の種類】 

第１種踏切道：列車等の接近を通行者に知らせる設備（警報装置）と列車等が接近した場合に 

          踏切道の通行を遮断する装置（遮断装置）が設置されているもの 

第３種踏切道：警報装置が設置されているが、遮断装置が設置されていないもの 

第４種踏切道：上記以外のもの（遮断装置や警報装置が設置されていないもの） 
（注）第２種踏切道（踏切保安係を配置し、一定時間の列車等に対して遮断機を閉じる踏切道）は、現在、存在しない。 

 

 ○ 

調査の背景等 

近畿地方は鉄道網が発達し踏切道が多数存在 

○ 近畿地方は緊急に対策の検討が必要な踏切が関東地方に次いで多い 

○ 近畿地方における踏切障害事故件数は、横ばい傾向 

○ 近年、電動車いす利用者の死亡事故等の事故が近畿地方で相次いで発生 

○ 高齢者社会が進行する中、高齢者や障がい者が踏切道を安全に利用できるよう配慮が必要 

○ 今回、踏切道の安全を確保する観点から、鉄道事業者の安全対策の取組等を調査 

 

【調査対象（国の機関）】  国土交通省近畿運輸局、同近畿地方整備局 

【関連調査等対象機関】  鉄道事業者 

【調査実施時期】  平成２５年４月～７月  
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主な調査結果及び主な改善通知事項の要旨 

大阪府内の踏切道２３９か所を抽出し、調査した結果、 
１ 踏切道及び踏切保安設備の安全対策（踏切保安設備の改良対策） 
 ○ 非常押ボタンが容易に取り扱うことができる箇所に設けられていないもの（非常押ボタンが踏切道外の通行者等の手の届かない場 
  所に設置されている）が１１か所みられた。 
  ⇒   非常押ボタンの設置状況を確認し、改善する必要を認めた場合は、計画的に改善するよう、鉄道事業者を指導すること（近畿運輸 
   局）   

２ 踏切道の改良対策 
 ○ 踏切道内に歩道を設置するなど何らかの対策が望ましいと考えられる踏切道が５か所みられた。 
 ⇒     「近畿地区踏切道調整連絡会議」等を活用して、「踏切道の拡幅に係る指針」の趣旨の徹底や地域の実情に応じた計画的・重点的 
   な踏切道の改良に向けて連絡・調整を促進すること（近畿地方整備局、近畿運輸局）   

３ 高齢者や障がい者のための安全対策 

 ○ 踏切遮断機の遮断装置の警報開始から遮断完了までの時間は高齢者や障がい者に配慮したものとなっていない。 

   また、車いす利用者の踏切道の通行量を、調査した鉄道事業者のうち１事業者を除く４事業者が把握していない。 

 ○ 調査した踏切道のうち、介助者を伴わずに踏切道に進入した電動車いすの利用者が、遮断装置の警報開始から遮断完了までの時 

  間内に踏切道を退出できず、踏切道内で立ち往生となるおそれがある踏切道が４か所みられた。  

 ⇒    踏切通行者等に対する一層の注意喚起に努めるなど、踏切道の状況に応じた高齢者や障がい者のための安全対策を関係機関と 

   協力して推進するよう、鉄道事業者を指導すること（近畿運輸局）   

 

【通知日】 平成２５年１０月２２日 

【通知先】 近畿運輸局及び近畿地方整備局 
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１ 踏切道及び踏切保安設備の安全対策 

制度の概要等 

○ 「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」（平成13年国土交通省令第151号）

  ・踏切道は、踏切道通行人等の安全かつ円滑な通行に配慮、踏切保安設備を設置（第40条）。 

  ・踏切保安設備は、踏切道通行人等に列車等の接近を知らせ、かつ、踏切道の通行を遮断。 
   必要な場合は、自動車が踏切道を支障したときに、列車等に報知（第62条）。 

 
○ 「鉄道に関する技術上の基準を定める省令等の解釈基準について」（平成14年3月8日付け 

    国鉄技第157号国土交通省鉄道局長通達 ） 

  ・踏切支障報知装置の操作スイッチ（非常押ボタン）は、踏切道付近であって容易に取り扱う 
   ことができる箇所に設けること。 
 
○ 「踏切道における安全対策について」（平成19年4月4日付け国鉄施第９号、国鉄安第２号） 

  ・非常時における鉄軌道事業者への連絡先の掲示がない踏切道については、連絡先の掲示 

   を実施すること（ただし、警報機に非常時の通報用押しボタンが設置されている踏切道はこ 

   の限りでない。）。 

 

 

 

 

調査結果 

○非常押ボタンが容易に取り
扱うことができる箇所に設けら
れていないもの（非常押ボタン
が踏切道外の通行者等の手
の届かない場所に設置されて
いる）（11か所） 

 ○ 非常押ボタンが線路側に向
け て設置されており、歩行者か
 
らみえにくいもの等（5か所） 
 
○鉄道事業者への連絡先等
が適切に掲示されていないも
の（55か所） 
 
○路面の劣化が認められるも
の等（17か所） 
 
 

改善通知事項 

○ 非常押ボタンの設置状況を確認し、改善する必要を認めた場合は、計画的に改善するよう、鉄道事業者を指導すること（近畿運輸 

  局） 
 ○  非常時の連絡先等の表示状況を確認し、改善する必要を認めた場合は、計画的に改善するよう、鉄道事業者を指導すること 

    （近畿運輸局） 

○ 踏切道内の路面の維持管理について、適切な維持管理等に努めるよう、鉄道事業者を指導すること（近畿運輸局） 
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２ 踏切道の改良対策 

制度の概要等 

○ 「踏切道の拡幅に係る指針について」（平成13年10月1日付け国都街第66号、国道政第32号、国鉄施第92号） 

 ・踏切道は、立体交差化、統廃合等によりその除却に努めるべきである。ただし、踏切道に歩道がないか狭小な 

 場合の歩道整備については、その緊急性にかんがみ、踏切道の統廃合を行わずに実施できることとする。 

 ・地方運輸局、地方整備局、警察、鉄道事業者、道路管理者から構成される「踏切道調整連絡会議」を設置 

○「踏切道の拡幅に係る指針の取扱いについて」（平成13年10月1日付け国都街第66号の２、国道政第33号、国鉄 

 施第93号） 

 （「踏切道に歩道がないか狭小な場合の歩道整備」の対象となる踏切） 

  ①踏切道前後の道路に歩道が設置されている場合 

    ②鉄道事業者と道路管理者との間において事前に連絡・調整のなされた前後の道路における歩道の拡幅計画 

   に合わせて行う場合 

  ③その他踏切道における歩道設置の必要性の確認がなされた場合 

○ 踏切交通実態総点検（平成18年度～22年度：国土交通省） 

  ・緊急に対策の検討が必要な踏切を抽出（全国で1,960か所） 

    このうち、歩道が狭隘な踏切（前後の道路に比べて歩道が狭い、もしくは前後の道路に歩道があるのに踏切 

  内に歩道がない）の指定状況  

    全国：645か所、近畿地方整備局管内：129か所、大阪府：47か所 

 

 

調査結果 

 

 
   
 
 

○ 踏切道内に歩道を設置する 
 など何らかの対策が望ましいと 
 考えられる踏切道が５か所 
 
このうち、 
○ ３か所は緊急に対策の検討 
 が必要な 踏切に指定されてい 

  る ものの、鉄道事業者と道路管 

  理 者による協議が整わず対策 
 が未実施 
○ １か所は道路管理者が鉄道  
 事業者との協議を実施している  
 ものの協議が整わず、接道と踏  
 切道との間で著しい幅員差（６ 
 ｍを超える）あり 
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改善通知事項 

 ○  道路管理者や鉄道事業者に対し、「近畿地区踏切道調整連絡会議」等を活用し、「踏切道の拡幅に係る指針」の趣旨の徹底や地 
   域の実情に応じた計画的・重点的な踏切道の改良に向けて連絡・調整を促進すること（近畿地方整備局、近畿運輸局） 



３ 高齢者や障がい者のための安全対策 

制度の概要等 

○ 「第9次交通安全基本計画」（平成23年3月31日中央交通安全対策会議決 

 定） 

 踏切事故件数を平成27年までに22年と比較して約1割削減を目標 

 

○ 近畿運輸局は、鉄道事業者に対し、春と秋の全国交通安全運動において 

  踏切保安設備等の点検整備及び踏切通行者等に対する啓発活動を推進 

○ 近畿運輸局は、平成元年度から全国に先駆けて踏切事故の撲滅を目指 

 し、踏切事故防止キャンペーンを実施 

○ 鉄道事業者は、①踏切保安設備、踏切道内の舗装等の点検整備、②警 

 察、道路管理者との連携のもとに、全国交通安全運動や踏切事故防止キャ 

 ンペーンにあわせて、踏切道や駅構内において事故防止のための啓発活 
 動等を実施 
 
○ 市町村はバリアフリー新法（平成18年法律第91号）に基づく基本構想にお 
 いて重点整備地区を指定し、高齢者や障がい者などの移動等円滑化の促 
 進に係る事業を重点実施 

 

調査結果 

 

 

○ 人が時速５ｋｍで踏切道を通過するとして踏切遮断機の 
 遮断装置の警報開始から遮断完了までの時間が設定され 
 ており、高齢者や障がい者に配慮したものとなっていない。 
○ 車いす利用者による踏切道の通行量を、調査した鉄道事 
 業者のうち１事業者を除く４事業者が未把握 
○ 介助者を伴わずに踏切道に進入した電動車いすの利用 
 者が、遮断装置の警報開始から遮断完了までの時間内に 
  踏 切道を退出できるか計算したところ、時間内に退出できず 
  踏 切道内で立ち往生となるおそれがある踏切道が４か所 
○ 高齢者や障がい者の通行の安全を確保するため、鉄道 

 事業者が整備・管理している駅構内等の自由通路のエレ 

 ベータ等へ誘導する案内看板の設置について、検討の余地 

 がある踏切道が４か所 

○ 調査した鉄道事業者及び道路管理者の中には、踏切道 
 内に視覚障がい者用誘導表示を設置するなど、高齢者及び 
 障がい者の安全確保のための取組をしている例あり 
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改善通知事項 
 今後も春秋の全国交通安全運動や踏切事故防止キャンペーンの機会を利用するなどして、踏切通行者等に対する一層の注意喚起

に 努めるなど、踏切道の状況に応じた高齢者や障がい者のための安全対策を関係機関と協力して推進するよう、鉄道事業者を指導す 
ること（近畿運輸局） 

  
  鉄道事業者や道路管理者が実施した高齢者や障がい者のための安全対策の取組事例を周知することが望ましい（近畿運輸局、近
畿地方整備局）   



近畿運輸局管内の踏切道数及び踏切障害事故件数の推移
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①開かずの踏切

③歩道が狭隘な踏切

緊急に対策の検討が必要な踏切
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全国 645
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近畿地方整備局管内 158

近畿地方整備局管内 129
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大阪府 115
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大阪府 248

踏切交通実態総点検による緊急に対策の検討が必要な踏切道の指定状況

②ボトルネック踏切

（歩行者）

（自動車）

 
－７－ 




